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Ⅰ 土地・建設産業局関係予算総括表 
 

 

  

（単位：百万円）

前 年 度

予 算 額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ）

１．地籍整備の推進 11,621 11,540 1.01

　うち　地籍調査の推進 10,800 10,631 1.02
        　　　※この他、復興関係経費247百万円、27年度補正2,860百万円がある。

        都市部官民境界基本調査 400 250 1.60

        山村境界基本調査 152 151 1.01

２．不動産市場の環境整備等の推進 4,497 4,785 0.94

(1) 不動産情報の整備・提供の充実等 4,308 4,526 0.95

　うち　地価公示 3,691 3,630 1.02

        不動産市場の変化に対応した鑑定評価手法の検討 15 15 0.97

(2) 不動産市場の活性化のための環境整備 189 258 0.73

　うち　不動産総合データベースの構築に向けた調査・検討 85 85 1.00

      　不動産の取引環境整備等にかかる調査・検討 21 20 1.05

      　地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備の推進 40 24 1.64

３．建設市場の環境整備等の推進 563 662 0.85

　うち　建設技能労働者の経験が蓄積されるシステムの構築 30 0 皆増

　　　　建設業における女性の更なる活躍の推進 55 50 1.10

　　　  建設分野における外国人材活用の適正化事業 76 79 0.97

　　　  地域建設産業活性化支援事業 168 190 0.89

　　　  技術者の人材確保・育成に関する調査・検討 16 15 1.05

　　　  現場事故防止等のための安全対策支援 11 0 皆増

４．建設・不動産業の国際化の推進 111 103 1.08

５．その他 237 243 0.98

17,030 17,333 0.98

（注２）　計数は、それぞれ四捨五入によっているので、合計及び倍率は、一致しない場合もある。

区 分
２ ８ 年 度 倍 率

合 計

（注１）　上記の「地籍調査の推進」経費には、地籍調査費負担金（6,800百万円）及び社会資本整備総合交付金に
　　　　　計上した社会資本整備円滑化地籍整備事業分（4,000百万円）がある。
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Ⅱ．土地・建設産業局関係予算の基本方針 
平成２８年度土地・建設産業局予算においては、東日本大震災からの復興

を加速させるとともに、国民生活・経済の基礎的な制度インフラである地籍

整備、地価公示等のさらなる充実を図りつつ、建設産業の担い手確保・育成

と生産性の向上を図ることによる建設市場の整備、中古住宅の取引に係る情

報提供・取引ルールの標準化等を通じた不動産流通市場の活性化、地方都市

の不動産ファイナンス等の環境整備による不動産投資市場の裾野の拡大、建

設・不動産業の国際展開に向けて重点的に取り組む。  
 
 
 総   額：１７，０３０百万円（０．９８）  
 
 
 
 総   額：２４７百万円  
 

土地・建設産業局予算の全体像

建
設･

不
動
産
業
の

国
際
化
の
推
進

不動産取引の指標、
課税評価の基準等となる

「地価公示」の充実

建設市場の環境整備

建設・不動産市場を支える土地情報インフラの整備

不動産市場の環境整備
【主な課題】
・技能労働者の高齢化に伴う大量離職の懸念、
若手入職者の減少

・日建連の試算では、生産性向上分を考慮しても
2025年において90万人の新規入職者が必要

【主な課題】
・不動産投資市場の商品・資金供給の担い手の多様化、
持続的成長の実現
・中古住宅・リフォーム市場規模を2020年に20兆円へ

（日本再興戦略）

海
外
進
出
の
総
合
的
な
支
援

ビ
ジ
ネ
ス
機
会
の
創
出
支
援

土地取引の円滑化、災害への備え、
社会資本整備の円滑化等に貢献する

「地籍整備」の推進

担い手確保・育成

・業界共通で管理できる建設技能労働者の経験が
蓄積されるシステムの構築支援

・「もっと女性が活躍できる建設業」推進パッケージ

・建設現場の事故防止のための事故事例データベー
スの構築と教材開発・普及支援

・外国人材活用のための適正な監理

・多様な入札契約方式の導入・支援、担い手３法の
運用調査、先進事例の見える化

生産性の向上

・生産性向上に向けた連携に対する支援や、ベスト
プラクティスの見える化、生産管理モデル構築

・行き過ぎた重層化の回避のための実態調査

不動産投資市場の更なる拡大

不動産投資・金融の専門家等との連携・市場拡大

・地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備の
推進

・不動産証券化手法等による公的不動産（ＰＲＥ）
活用の推進

中古住宅・不動産流通市場の活性化

・レインズと連携した「不動産総合データベース」に
よる消費者への物件、周辺地域情報等の提供

・中古住宅に係るインスペクションや情報開示の
実施等、標準的な中古住宅取引ルールの策定

取引価格情報の市場への提供

・不動産取引価格情報の提供
・不動産価格指数の運用・改善

 

一般会計  

東日本大震災復興特別会計  
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Ⅲ 主要施策 

１．建設・不動産市場を支える土地情報インフラの整備  
（１）地籍整備の推進 
 

地籍調査の推進 １０，８００百万円（前年度１０，６３１百万円） 

 ※上記の金額には、地籍調査費負担金（6,800 百万円）及び社会資本整備総合交付金に   

計上した社会資本整備円滑化地籍整備事業分（4,000 百万円）がある。 

 ※この他、復興関係経費（復興庁計上 247 百万円）、27 年度補正 2,860 百万円がある。 
  

市町村等が行う地籍調査（一筆ごとの土地の位置、地目、境界、面積等

を調査し、地籍図を作成。平成２６年度末での進捗率は５１％）につい

て、土地取引の円滑化、大規模災害に備えた事前防災、被災後の迅速な

復旧・復興、社会資本整備の円滑化、まちづくりの推進等に貢献するも

のを負担金により重点的に支援する。  
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都市部、山村部における国による境界基本調査の実施 

都市部官民境界基本調査  ４００百万円（前年度２５０百万円） 

山村境界基本調査     １５２百万円（前年度１５１百万円） 

 

市町村等による地籍調査を支援するため、進捗が特に遅れている都市部

のうち、大規模災害の想定地域等において、国が地籍調査に先立って官民

の境界情報を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他方、山村地域では高齢化や過疎化、森林の荒廃等が進行し、土地境

界情報が喪失しつつあるため、土砂災害のおそれのある地域のうち地籍

調査が未実施の地域等において、国が境界情報を保全する。  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

現況の官民境界の測量等

を行い、その結果や公図等

が示す境界情報を図面にま

とめ、それを活用して地籍

調査を促進 

自治体の意向も踏まえ、国が主導して計画的に地籍調査に先立って官民境界情報を整備  

現況と公図等による境界
の相違等を示す図面  

［現況測量の様子］ 

【 公図等の境界情

【 現況の境界情

都市部官民境界基本調査  
【現状と課題】 

南海トラフ巨大地震の被害

想定（中央防災会議資料） 

○ 地籍調査の進捗率は、都市部では 24％に留まる。 

○ 地籍調査が未実施の場合の課題 

・ 大規模災害の被災後における迅速な復旧・復興に支障 

・ 都市部における円滑な民間開発事業・インフラ整備、土地取引等に支障 

 

南海トラフ地震の津波浸水想定地域等において優先的に国直轄で官民境界情報を整備  

 
山村部の中でも土砂災害の恐れがある地域等において優先的に国直轄で土地境界情報を保全  

○ 地籍調査の進捗率は、山村部では 44％に留まる。 

○ 地籍調査が未実施の場合の課題 

・土砂災害が発生した際、境界確認に困難な作業を要し、迅速な復旧・復興に大きな支障 

・土地境界情報が喪失することによって、山村地域の地籍調査が極めて困難になる恐れ 

山村境界基本調査  
【現状と課題】 

公図や現地精通者等の土

地境界情報を収集して図面

にまとめ、それを活用して

地籍調査を促進 

［成果となる地図のイメージ］  ［境界確認の様子］  

自治体の意向も踏まえ、国が主導して計画的に地籍調査に先立って土地境界情報を保全 
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（２）不動産情報の整備・提供の充実等  
地価公示の充実 

３，６９１百万円（前年度３，６３０百万円） 

    
不動産取引の指標、課税評価の基準等の役割を担う重要な制度インフラで

ある地価公示について、その役割を十分に果たすため、調査地点数を 26,000
地点に拡充し、更なる充実を図る。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

地価の変動率は重要な経済指標とし

て使用されている  

 

地価公示  

不動産の鑑定評価額の決定にあた

っての規準となる  

公共事業用地の取得価格の算定

にあたっての規準となる  

○相続税評価  
→公示価格の８割を目安  
○固定資産税評価  
→公示価格の７割を目安 

 

○融資先の担保対象不動産の評価  
○自社所有不動産の時価評価  

標準地の「正常な価格」を公示

することで、一般の土地の取引

価格の指標となる  

一般の土地の取引 

地価公示の役割  

不動産の鑑定評価 経済指標 

課税評価 

公共事業用地の取得 

金融機関等 

地価公示標準地点数の推移  
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不動産取引価格情報の提供 

２６８百万円（前年度２７５百万円） 

不動産市場の透明性向上・不動産取引の活性化を図るため、不動産取

引当事者へのアンケート調査に基づく不動産の実際の取引価格に関する

情報について、引き続き四半期毎にホームページ上にて提供を行う。 

 

 

 
 
  不動産価格の動向指標の提供  

               ７０百万円（前年度１１５百万円） 

 
不動産価格の動向を把握し、金融・マクロ経済政策へ活用するととも

に、不動産市場の透明性向上・不動産取引の活性化を図るため、不動産

価格指数の提供を行う。  

 ＜不動産価格指数（住宅）＞  

 
         ※2010 年６月を 100 としている 

80
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アメリカ イギリス

EU 日本

・不動産価格指数とは、全国・地域別、住宅

・商業用別に、不動産の市場価格の毎月の

動向を表すもの  

・リーマンショックを受け、IMF 等が国際指

針を作成し、G20 の各国に不動産価格の動

向について報告を要請   

概 要  

○不動産価格指数（住宅）の安定的な運用    
○不動産価格指数（商業用不動産）の試験運用

の実施及び本格運用に向けた改善   
○不動産価格指数の活用・分析    

28 年度の取組 

＜対象物件の種類＞ 

更地(宅地)、建付地(土地・建物一体 

取引)、中古マンション等、農地、林地 

＜情報提供項目＞ 

所在地、取引価格、土地の面積・形状

、建物の用途・構造、建築年、最寄駅

等 

＜提供件数（累計）＞ 

約 260 万件(平成 27 年 10 月末日時点、 

平成 18 年４月より実施) 

＜web アクセス数＞ 

  約 8,500 万件(平成 26 年度) 

 

国際指針に基づき作成  
→各国比較も可能  
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不動産市場の変化に対応した鑑定評価手法の検討 

１５百万円（前年度１５百万円） 

 
不動産投資市場の持続的な成長を実現するため、不動産の鑑定評価を担

う不動産鑑定士・不動産鑑定業者の対応能力や信頼性の更なる向上が求め

られている。このため、土地建物一体の複合不動産における取引事例等を

活用した検証方法の検討や、鑑定評価の信頼性を向上するための仕組みの

構築に向けた調査検討を行う。  
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２．建設市場の環境整備  
（１）建設産業の担い手確保・育成  
 ①建設技能労働者の経験が蓄積されるシステムの構築の推進 

３０百万円【新規】 

 

 建設業においては、技能労働者が保有している資格や現場入場の記録、現

場経験等のデータが蓄積されておらず、適正な技能・経験の評価、処遇に繋

がっていない現状がある。  
このため、技能労働者の就労履歴を一元的に管理し、技能、経験に応じた

処遇の改善等を可能とする建設技能労働者の経験が蓄積されるシステムの

構築に向け、政策的な課題解決に資するかとの観点から必要な検証及び検討

を行う。  
 

 

  



- 9 - 
 

 ②「もっと女性が活躍できる建設業」推進パッケージ 

５５百万円（前年度５０百万円） 

 
 建設業における女性活躍については、官民挙げた「もっと女性が活躍

できる建設業行動計画」（平成２６年８月策定）を受け、「５年以内に

女性倍増」を目指し、官民で様々な取組をスタートしているところ。  
すでに昂じている機運を業界全体で持続・浸透させ、取組を加速化す

るため、地域ぐるみの活動の更なる深化・定着とともに、建設業におけ

る女性進出で大きな課題とされる分野への重点対応と、他産業への創意

・活力の活用・取込みを通じた女性活躍の基盤固めを図る。 

 

  
 
        

地域レベルの活動を含め、機運は着実に進展。一方、新たな課題も明確化  
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域ぐるみの活動の 
更なる深化・定着の必要  

女性進出における新たな重点課題 
・次世代を担う女性リーダーの育成  

・女性就労者の太宗を占める技能者に

とって働きやすい現場環境の整備  

・女性活躍を応援する他産業の創意・

活力の活用・連携  

平成２６年８月「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」を官民で策定、 
「５年以内に女性倍増」を目指して、官民挙げた取組をスタート  

業界団体や企業レベル等
の独自の取組  
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 ③現場事故防止等のための安全対策支援 

１１百万円【新規】 

 
 中長期的な担い手不足に対応するため、建設業における建設現場での事故

防止の取り組みを更に強化し、建設現場での事故を低減させ、安心して従事

できる環境を整える。  

 

対 
 

策 

建設現場事故データベースの構築 

・建設現場での事故事例・安全対策事例やヒヤリ・ハット事例を収集 

・専門工事の職種別、実際の作業手順別に事故事例を分類。併せて再発防止・現場改善事例等も整理 

 ・国土交通省のホームページに誰でも閲覧可能なデータベースを構築し、事故情報及びその対策を共

有化 

事故防止啓発教材の開発支援 

・地場ゼネコン、専門工事業団体等による建設現場での事故防止のための啓発教材の作成を支援 

・現場の安全教育の教材となるテキスト、DVD 等を作成し、広く周知 

 

 
目標  次世代の建設業を担う若年層の入職者の増加  

 
 

 ④建設分野における外国人材活用の適正化事業 

７６百万円（前年度７９百万円） 

 
 建設分野における外国人材の活用に係る緊急措置の適正かつ円滑な実

施を図るため、監理団体及び受入企業に対して巡回指導等を実施する

「制度推進事業実施機関」の活用、管理システムの運営、外国人材の受

入状況、不正行為等の情報を共有する協議会の開催等を行う。  

現
状･

課
題 

○平成 26 年度の全産業の労働災害死亡者数は平成 22 年度比 11.5％減。一方、建設業は 3.3％増加（特

に対前年比では 10.2％増加） 

○事故は、発生させた会社にとってマイナスイメージとなることから、事故の発生要因や対応状況の情

報発信には慎重な傾向にあるため、事故を発生させた企業が行った効果的な対策も共有されず、同一

職種の異なる会社で同じ原因による事故が発生。 
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 ⑤多様な入札契約方式の導入・活用の促進等の「担い手３法推進  
サイクル」の創出 

７１百万円（前年度１０２百万円） 

 
平成２６年６月に公布され、平成２７年度から本格施行された担い手３法

の趣旨を踏まえ、地方公共団体に対して地域における社会資本の維持管理に

資する方式などの新たな入札契約方式の導入・活用を支援する「多様な入札

契約方式モデル事業」を継続するとともに、市町村をはじめ地域レベルにお

けるダンピング対策、平準化、適切な設計変更等の取組の運用状況の悉皆調

査や、歩切りの根絶に向けた発注者における先進的な取組等の効果的な事例

の収集・効果分析、さらには全国における出張相談やワークショップの実施

による発注者への直接的な働きかけの強化をすることを通じて、全国におけ

る現場の改善につながる推進サイクルを創出する。 

 

 

 

 ⑥技術者の人材確保・育成に関する調査・検討 

 １６百万円（前年度１５百万円） 

 
建設業においては、優秀な若手技術者の確保・育成が図られる環境を

整備することが必要である。２８年度は、一定の技術力を持った技術者

を確保するため、ＯＪＴ（企業内教育）等自己研鑽の現状把握、地方に

おける業種区分別の技術者や建設業入職者の実態調査、技術検定の更新

制度の導入検討等を実施する。 
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（２）建設産業の生産性の向上  
 ①生産性向上等に向けた地域建設企業等の連携や効率的な生産管理  

モデル定着の支援     １６８百万円（前年度１９０百万円） 

 
中小・中堅建設企業等の担い手確保・育成、建設生産システムの生産性 

向上に重点を置いたアドバイザーによる相談支援、支援チームや経費助成 

による重点支援を実施する。  
あわせて、重点支援の取組や活性化支援アドバイザーの知見等を活か

し、生産性向上に資するベストプラクティスの見える化、建設業に応用可

能な他産業の生産性向上を参考にした、建設業版「生産管理モデル」の構

築を検討し、本事業スキームによる支援にも活用する。  
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
   

加えて、生産性向上等の普及・促進を強化するため、活性化支援アドバ

イザー等によるベストプラクティス・生産管理モデルに関するセミナー・

個別相談会の開催や、オンライン講座等の効率的・効果的な教育手法も開

発・試行する。  
 

活性化支援アドバイザーによる幅広いアドバイス 

重  点  支  援 

地域建設産業活性化支援事業 
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 ②元請・下請取引の適正化・重層下請構造の改善のための調査 

 ２４百万円（前年度２５百万円） 

 
長年続いた建設投資の急激な減少等により、下位の下請業者や技能労

働者に対するしわ寄せや下請構造の行き過ぎた重層化による生産性の低

下といった問題が懸念されている。 

元請・下請間の取引の適正化を図り、より円滑に賃金が現場の技能労

働者に行き渡る環境を整備することを目的として、下請取引等の実態を

把握する調査を行い、法令違反疑義の端緒情報として建設業法令遵守推

進本部による立入検査に活用し、指導等の徹底を推進する。 

また、建設生産システムの生産性向上を目的として、重層化に伴い懸

念される問題の発生状況や下請構造が重層化する要因等を調査・分析

し、不要な下請契約や行き過ぎた重層化の回避に資する方策の検討を推

進する。 
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３．不動産市場の環境整備  
（１）中古住宅・不動産流通市場の活性化  
 ①不動産総合データベースの構築に向けた調査・検討 

８５百万円（前年度８５百万円） 

 
中古住宅を始めとする不動産の流通市場の活性化を図るため、円滑な不動

産取引に必要となる物件情報・周辺地域情報を集約したシステムである「不

動産総合データベース」により、宅建業者から消費者への適時適切な情報提

供を推進する。  
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 ②中古住宅取引に係る消費者の安心確保のための取引ルールの検討 

２１百万円（前年度２０百万円） 

 
消費者は、品質に対する不安から中古住宅の購入を躊躇する傾向にあ

るため、インスペクション（建物検査）や対象物件の情報開示等、売主

と買主の間の情報の非対称性を解消するような標準的な中古住宅取引ル

ールを検討し、市場への定着を推進することにより、中古住宅市場の活

性化を図る。  
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 ③土地政策に係る制度課題等検討  
１０百万円（前年度１０百万円）  

  
新たな国土形成計画や社会資本整備重点計画が閣議決定され、「コン

パクト＋ネットワーク」や「ストック効果の最大化」といった新たな方

針が打ち出されたことなどを踏まえ、人口減少下での土地需要の変化に

対応しつつ、経済成長を支え、各地域で豊かさを実感できるような土地

政策の方向性と具体策を検討し、推進する。 

 
土地政策の変遷と役割  
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（２）地方都市も含めた不動産投資市場の裾野の拡大  
 ①地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備の推進  

４０百万円（前年度２４百万円）  
 
 地方都市における不動産証券化プロジェクトの事業化を支援するため、専

門家派遣等を実施し、民間投資による地方創生を図る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

仙台市「仙台ファーストタワー」  
（国土交通省土地総合情報ライブラ

リー「不動産証券化事例」より）  

 地域金融機関、不動産関連事業者等で構成

する地方都市不動産ファイナンス協議会に

対し、法律・金融等の専門家派遣を行い、

モデル的な不動産証券化プロジェクトの事

業化を支援  
 

 講習会やセミナーの開催等を通じて先進事

例の他地域への普及啓発や人材育成を行

い、地方創生に資する取組の全国的な拡大

を推進  等 

 

 

地元不動産業者、地域金融機関等が持つ不動産証券化のノウハウが十分では
なく、改修や再開発により活用が可能な物件があっても、適切なファイナンスがセ
ットできず、活用が進んでいない。

地方都市不動産
ファイナンス協議会

アセットマネージャー
都市銀行 等

弁護士、不動産鑑定士、
建築士、会計士、

税理士 等

支援 支援地元デベロッパー
宅建業者

地方銀行
信用金庫
信用組合

地域金融機関、不動産関連事業者等のノウハウを高めることで、地方都市にお
ける不動産証券化が自律的に進展する体制の構築、地方創生の推進を目指す。

現状・課題

目標
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 ②不動産証券化手法等による公的不動産（ＰＲＥ）の活用推進 

  ３２百万円（前年度４０百万円） 

  
地方公共団体における財政状況を改善し、ＰＲＥ活用によるまちづくり効

果を高め、不動産証券化市場の更なる活性化を促進するため、ＰＲＥ活用手

引書の普及やモデル団体支援事業の実施等により、地方公共団体間でノウハ

ウ、情報の共有を進める。  
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４．建設・不動産業の国際化の推進  
（１）建設企業等の海外進出の総合的な支援  

７２百万円（前年度４２百万円） 

 
『日本再興戦略』で掲げられている「２０２０年にインフラシステム受

注３０兆円を実現する」との目標を達成するためには、中堅・中小建設企

業を含む建設企業等の海外展開促進が必要である。また、ＴＰＰの大筋合

意を受け、「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」においてインフラシステムの

輸出を加速化し、中堅・中小企業の海外展開支援を強化することとされて

いる。  
このため、建設企業の海外展開に必要な相手国の市場や制度に関する情

報・アドバイスの提供、現地ミッション派遣や相手国政府関係者等の招聘

等を通じた相手国政府・企業等への官民一体となった売り込み等の、建設

企業等の海外進出に対する総合的な支援を行う。  
  
○建設企業等の海外進出の総合的な支援 

事業

構想

段階 

事業

準備

段階 

・ 相手国が必要とする技術等の個別ニーズや進出リスク等の調査、我が国建設企業が 

保有する技術、工法等の棚卸しを行い、海外建設市場への展開可能性について分析 

市場調査 

・ 建設企業の個別のニーズに合わせ、進出先、進出方法等についてのアドバイスを実施 

・ 海外建設・不動産市場データベースの整備、国別進出マニュアルの作成等により、 

海外情報を収集できる機会を提供 

アドバイス・情報提供 

・ ターゲット国に建設企業の経営者層等からなるミッションを派遣 

- 相手国政府等に対し、技術のプレゼンを実施 

- 現地建設企業・日系ゼネコンとのビジネスマッチングを実施 

・ 海外見本市への出展支援、相手国政府関係者等の招聘    等 

海外への売り込み 

・ 海外建設契約、現場管理等に係る研修による人材育成 

・ 技能実習生の活用促進                     等                            

現地活動展開 

・ 海外進出を検討している建設企業の経営者層を対象に、海外進出戦略策定について 

レクチャーする「海外進出戦略策定セミナー」を開催 

海外進出戦略策定 

 建設企業の海外における事業

の開始・拡大へ 

「２０２０年にインフラシステム受注３０兆円」 

の目標達成への貢献 
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（２）海外進出を目指す建設企業等へのビジネス機会の創出支援  
２９百万円（前年度４３百万円） 

 
 我が国の建設業・不動産業の国際展開を促進するためには、ターゲット国

・地域において強みをもつその他の国や企業と連携することにより、リスク

の軽減やビジネス機会の創出を図ることが必要である。このため、世界各地

域における拠点国※の政府・企業等と連携した第三国への展開を支援するた

めの取組を行う。  
 
 また、新興国において、効率的なインフラ整備等に貢献するとともに、現

地企業及び現地で活動する我が国建設・不動産関連企業のビジネス環境を改

善するため、建設関連制度整備・普及支援を行う。  
 

 

○拠点国の政府・企業と連携した第三国展開支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※世界各地域における地政学的な重要国。  

 
 
 
 
 
 
 

日本 
 米国、トルコ、シンガポール等の拠点国と

連携し、政府間会議・セミナー・ビジネス

マッチングを実施。 

 

（例）政府間会議の開催 

・政府間での展開戦略の策定・共有 

・日本企業と拠点国企業とのビジネスマッチング  

（例）第三国における共同建設セミナーの開催 

• 質の高いインフラ調達に向けた第三国政府への働

きかけ、課題・ベストプラクティスの共有 等 

 

 
連携 

米国 トルコ 

拠点国※ 

シンガポール 等 

第三国への質の高いインフラ投資の促進 


